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１．研究の背景と開発目標

２．達成した成果の概要

代表成果概要

①生産から消費までの情報共有を可能とするための基盤として、国際標準GS1に準拠したソース
マーキングのコード体系を設計しました。商品番号をGS1のGTIN(Global Trade Item 
Number)とし、出荷箱の識別番号を付記する形式としました。

②データ集積技術開発を踏まえた情報連携基盤として、スマートフードチェーンプラットフォー
ム“ukabis”を構築し、社会実装に向けてOSS 化、マニュアル整備等、利用環境を整備するとと
もに、運営組織として （一社）スマートフードチェーン推進機構を設立しました。

③フードチェーン情報の利用を促進するため、出荷された生産物について、識別番号の付与及び
保持、流通工程管理基準に基づく管理、フードチェーン情報の記録・保持及び公表が行われて
いることを認証するJAS規格「フードチェーン情報公表農産物」を制定しました。

研究の背景と必要性
農業・食品の生産、流通・加工、販売・消費の場面では、紙の伝票が用いられている場合や、

業界・団体ごとに多様なデータフォーマットが用いられていることが多く、十分な情報連携が
行われていません。農業・食品産業の生産性革命・競争力強化に向けて、生産から消費まで情
報を双方向に繋ぐ情報伝達システムを構築することは喫緊の課題といえます。

技術開発目標
生産、加工・流通、販売・消費、資源循環、育種/品種改良におけるデータ共有を可能とする、

フードチェーン全体をカバーするシステム構成を構想し、生産物の品質保持に資する鮮度評価
技術、ロジスティクス技術等を搭載したICTプラットフォームを構築することを目標としました。

あらゆる食に、新たな価値を。食のデータ連携基盤 ukabis

ソースマーキング規格とスマートフードチェーンプラットフォームの基本的な機能



研究課題名 ：生産から流通・消費までのデータ連携により最適化を可能とするスマート
フードチェーンの構築

実施機関 ：慶應義塾大学SFC研究所 他
参考URL ：https://www.ukabis.com/
問い合せ先 ：info_smartfc@brain-net.co.jp
  （SIPスマートフードチェーンコンソーシアム大項目1事務局 ）

３．社会実装の展望と波及効果

想定されるユーザー（成果の受け渡し先）と活用方向
プラットフォームの運用は、プラットフォームの運営法人が提供するデータ連携サービスを

活用して、プロバイダーが最終ユーザーにサービスを提供するB to B to C型のビジネスモデル
での展開を想定しています。具体例として、本物証明による店舗プロモーション、産地リレー
等による共同物流、精密出荷予測による需給マッチング、輸出業務支援等があげられます。

社会実装の実績
ukabisの運営法人として、一般社団法人スマートフードチェーン推進機構が運営法人として

設立されており、機構を通じたサービス提供が開始されています。 フードチェーン情報公表農
産物JASは、2022年度3品目（レタス、メロン、ぶどう）に続き、2023年度にも2品目（いち
ご、米）が追加されました。静岡県ふじのくにSDGs認証の基盤としての利用等も進んでいます。

今後の発展可能性と期待される波及効果
ukabis が普及することにより、川上から川中・川下の事業者間の情報共有が促進されます。

流通の効率化、生鮮品の付加価値向上による収益性の向上、輸出拡大、食品ロス削減や、流通
現場における深刻な人手不足状況の改善、輸出目標 5 兆円達成への貢献が期待されます。

ukabisの活用によって実現が期待されるソリューションと効果

SIP第2期 代表成果概要
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①日射量、気温データから露地野菜の日々の生育量をシミュレーションするプログラム（NARO
生育･収量予測ツール）を開発し、農業情報データ連携基盤（WAGRI）に実装しました。

② NARO生育･収量予測ツールと連動して、圃場位置、作付日、品種の入力によって収穫適期を自
動で予測するウェブアプリ（精密出荷予測システム）を開発しました（図１）。このシステムは
主要な露地野菜に対応しており、キャベツでは収穫適期を2 週間前に±1 日の範囲内で予測する精
度があります。

③精密出荷予測システムを北海道のキャベツ産地に導入した実証試験では、予測情報の活用に
よって収穫機の運用が適正に行われるようになりました。その結果、適期で収穫できるように
なったことで、採り逃しによる廃棄ロスが減り、導入前に比べ単収が2 割、収益が5 割それぞれ
向上しました（図２）。

研究の背景と必要性
天候に影響されやすいキャベツやレタスなど露地野菜の生産では、短い収穫適期を的確に捉

えることが困難で、収穫適期の見逃しによる廃棄ロスがしばしば発生しています。廃棄ロスを
減らし、収益向上に繋げるためには、収穫適期を正確に予測する技術が求められています。

技術開発目標
本研究では、これまでの経験や勘に頼った予測に代わって、露地野菜の収穫適期を気象情報

に基づいて±5日以内の精度で予測するシステムを開発します。また、開発したシステムをキャ
ベツの生産現場に導入し、収穫計画策定への予測情報の活用が収益の向上に繋がることを実証
します。

気象データに基づく収穫予測で露地野菜の廃棄ロスを減らして収益向上

【具体的成果】

図１ 精密出荷予測システムの全体構成



研究課題名 ：生産から流通・消費までのデータ連携により最適化を可能とするスマート
フードチェーンの構築

実施機関 ：農研機構野菜花き研究部門 他
問い合せ先 ：SIP2-CL@ml.affrc.go.jp（精密出荷予測研究グループ事務局 ）

３．社会実装の展望と波及効果

【具体的成果】（つづき）
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図２ 精密出荷予測システム導入によるキャベツ生産の収益向上効果

想定されるユーザー（成果の受け渡し先）と活用方向
精密出荷予測システムは、露地野菜の契約取引に取り組む生産者や集出荷事業者向けに予測情

報を提供しており、生産管理や出荷調整の計画策定にご活用いただけます。また、NARO生育･
収量予測ツールは、予測情報を活用した各種アプリ開発に取り組むICTベンダー向けに予測情報
を提供します。

社会実装の実績
精密出荷予測システムは、イーサポートリンク（株）よりサービス提供を行っています（R6

年3月時点で18産地が利用）。また、NARO生育･収量予測ツールは、農研機構からWAGRIを介
してAPIを提供しています（R6年3月時点で5社が利用）。

今後の発展可能性と期待される波及効果
露地野菜の生育や収量の予測情報の提供を現在の6品目以外にも拡大するとともに、生産物の

品質や日持ち性などの予測情報の提供も可能としていくことで、生産から消費に至るフード
チェーン全体でのロス削減と収益向上への貢献が期待されます。
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① タブレットを使って，ロボット車両（トラクタ，軽トラック）とクラウド型遠隔監視システム
間における車両情報（位置情報，エンジン回転数，車速等状態情報）のリアルタイム情報通知，
および遠隔監視システムからの走行用経路・マップデータや自動走行制御要求情報の通知を行う
ための通信インターフェース仕様に基づく実機通信連携機能を開発しました（図２）。

② 複数の現地実証試験を通じて，遠隔監視システムからのロボット車両に対する「自動走行開
始」「一時停止」「非常停止」「走行再開」「マップ経路データダウンロード」の制御メッセー
ジのリアルタイム通知，および車両からの車速，車両状態情報等の情報収集，通知，表示も
4G/LTEモバイル通信回線において遅延なく情報の送受信が可能であることを確認しました。

③ マップ・経路情報の整備において，交差点手前やほ場出入口手前でロボット車両が自動で一時
停止するためのフラグ情報を追加整備し，これらのフラグ情報を用いた車両の自動走行一時停止
制御，および一時停止後の走行再開操作を行うことができる仕組みを構築しました。

⚫ 研究の背景と必要性
日本の農業が今後，多様な課題を解決しながら“魅力ある強いビジネス”に成長するには，限

られた労働力ながらも，ロボット技術やICTを活用して超省力・高品質生産を実現するスマート
農業の普及が欠かせません。そこで，一人の使用者が１台の通信デバイスを使って，遠隔から
複数台のロボット農機を運用（図１）可能な遠隔監視システムが求められます。

⚫ 技術開発目標
ドローン等による写真測量から得られる高精度三次元点群データに基づいて，ロボット農機

が運行するエリア内の地物形状，経路データに加工編集したマップデータを用い，車両側プロ
グラムと連携することにより，１台のタブレットで同時かつリアルタイムで，複数のロボット
農機の稼働情報や自動走行制御を行うことが可能なクラウド型監視制御システムを開発します。

１台のタブレットで複数台のロボット農機を監視・操作できる
遠隔監視システム

【具体的成果】

図１ “遠隔監視”型無人自動走行システムの概念図

使用者は所在に係わらずに，
通信デバイスを用いて，
広域エリアでロボット農機を運行



研究課題名 ：生産から流通・消費までのデータ連携により最適化を可能とするスマート
フードチェーンの構築

実施機関 ：農研機構 農業機械研究部門，同 農村工学研究部門，株式会社ゼンリンデー
  タコム
問い合せ先 ：（電話番号） 048-654-7030（農研機構 農業機械研究部門 広報チーム）

３．社会実装の展望と波及効果

想定されるユーザー（成果の受け渡し先）と活用方向
⚫ 想定されるサービス事業体： 農機メーカ，ICTベンダ
⚫ 活用方法： 実装化においては，システムは車両側テレマティクスデバイスや通信サービス，
ホスティングサービスなど色々な選択肢から，各サービスなど細切れで顧客毎に異なるニー
ズを色々なバリエーションで提供できる利用形態とします。また，上市済の営農管理システ
ムサービスと接続できるような仕組みを整備できるアーキテクチャを想定します。

社会実装の実績
機能・仕様の定義として， 少なくとも機能面と実用上の堅牢性としてはそのままでも商用利

用できるレベルであることが望まれます。そこで，SIP第２期終了後，別事業において社会実装
化に向けて，上記活用方向を視野に，インタフェース仕様や安全要件等をある程度オープンに
した上で，第３者が自由に参入して競合製品を開発できるような状態を構築しています。

今後の発展可能性と期待される波及効果
農機メーカ等との協議を経て，

1) マルチベンダの機械をハンドリングできること，
2) 少なくとも機能面と実用上の堅牢性としてそのままでも商用利用できるレベルとすること，
等によって，共通プラットフォームとしての遠隔監視システムが確立し，自由な競争・エコシ
ステムの醸成が可能となります。

【具体的成果】（つづき）

SIP第2期 代表成果概要

“遠隔監視”型ロボット用
遠隔監視用マップ

高精度三次元点群データ
に基づく高精度マップ

加工・編集

遠隔監視システム

制御要求

⚫ 車両情報収集
⚫ 車載カメラストリーミング

図２ ロボット運用支援ツールとしての遠隔監視システムの概念図

遠隔監視システムの機能

複数ロボット農機の動作状況モニタリング
指定ロボット搭載カメラからの周辺映像確認
指定した場所への移動用経路探索
ロボットへの経路，マップデータの転送
ロボットへの移動開始，停止制御
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２．達成した成果の概要
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①ブロックチェーンを活用したSFCシステムのプロトタイプを構築し桃、シャインマスカットの
シンガポール輸出実証テストを実施した。日本の生産者や生産地の情報をスマートフォンで確認
することにより販売は前年比の1.2倍から2.5倍に増加しました。

②農林水産省の2030年輸出目標5兆円に向けたスマートフードチェーンシステムの貢献について
生産者、流通業者、小売業者にヒアリングを実施し本システムの輸出拡大効果として5,100億円
と予測しました。

研究の背景と必要性
美味しさを追求する欧米諸国の他、安全・安心、美味しさ、健康に興味を持つアジアの巨大

市場を主要顧客と想定し、スマートフードチェーン（SFC）を活用した情報連携による農林水
産物、食品の価値向上を図り、輸出の拡大につなげます。

技術開発目標
ブロックチェーンを活用した生産、流通、小売の情報連携により日本の農林水産物、食品の

価値向上を図り、SFCシステムのプロトタイプを構築するとともに、運用実証において有効性
を確認・検証する。また、輸出拡大に向けた効果の試算をおこなう。

成果名 輸出に適するSFCの試験運用と有効性の検証

【具体的成果】

■スマートフォンで確認できる生産者、産地の情報連携システム

■シンガポールまでの温度履歴計測、販売試験



研究課題名 ：生産から流通・消費までのデータ連携により最適化を可能とするスマート
フードチェーンの構築

プラットフォームの構築とユースケースにおける効果の検証
実施機関 ：三菱ケミカル株式会社 スペシャリティマテリアルズビジネスグループ

Ｒ＆Ｄ本部 Ｒ＆Ｄ部 研究開発戦略グループ
問い合せ先 ：（電話番号）03-6748-7300（本社代表）

３．社会実装の展望と波及効果

想定されるユーザー（成果の受け渡し先）と活用方向

試験運用が実施可能な研究会、学会等で研究の継続をおこない、社会実装の基盤整備を進める
予定です。

社会実装の実績

なし

今後の発展可能性と期待される波及効果

ブロックチェーン技術が汎用化されることにより、SFCの活用も広がると考えています。日本
の生産者や生産地の情報連携により、5,100億円の輸出拡大効果を期待しています。

【具体的成果】（つづき）

SIP第2期 代表成果概要

■輸出拡大効果の推定


